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 【廃止した場合の影響】 

・平成２６年度に実施した駐車場利用実態調査を基に、中央町駐車場周辺（概ね３００メート

ル以内）の中央町駐車場を除いた駐車場の利用状況を確認したところ、稼働率は平日５４．

７％、休日２６．４％となっておりました。 

表－２ Ｈ２６年度 市営駐車場周辺駐車場実態調査 

・さらに平成２９年度（2017）に、市営中央町駐車場周辺駐車場利用実態調査を実施し、中

央町駐車場周辺（概ね３００メートル以内）の中央町駐車場を除いた駐車場の利用状況を確

認したところ、稼働率は平日の時間貸し７９．３％、休日の時間貸し２４．８％となってお

り、さらに周辺駐車場の空き台数が中央町駐車場の利用台数を上回っているため、中央町駐

車場の廃止による影響は少ないと考えられます。 

表－３ Ｈ２９年度 市営中央町駐車場周辺駐車場実態調査 

※ 中 央 町 

駐車場を

除く 

駐車台数 実駐車 

台数 
稼働率 

（全体） （時間貸） 

平日 338台 318台 174台 54.7％ 

休日 338台 318台 84台 26.4％ 

中央町駐車場を除く 中央町駐車場 

利用台数 駐車台数 実駐車台数 稼働率 空き台数 

時間貸し 
平日 319台 253台 79.3％ 66台 34台 

休日 319台 79台 24.8％ 240台 5台 

＞
＞
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（２）今後の課題整理 

   駐車場別実行計画（案）において、今後の方向性として維持存続及び廃止にあたって、今

後の課題を整理します。 

継続維持する駐車場については、維持管理コストの抑制に努め、利用者増

に向けたサービスの充実が必要 

廃止に伴い生じる資産の有効活用を十分に検討し、魅力あるまちづくりに

活かすことが重要 
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（３）個別駐車場における今後の対応 

・各市営駐車場の今後の対応については、下記に示すとおりです。 

表－４ 市営駐車場の今後の対応 

駐車場名 Ｈ30 

(2018)

Ｈ31 

(2019)

Ｈ32 

(2020)

Ｈ33 

(2021)

Ｈ34 

(2022)

Ｈ35 

(2023)

Ｈ36 

(2024)

Ｈ37 

(2025)

Ｈ38 

(2026)

Ｈ39 

(2027)

天神島 

室町 

勝山 

公園 

地下 

中央町 

黒崎 

駅西 

廃止に向けた検討及び調整 

廃止に向けた検討及び調整 

長寿命化 
計画策定

廃止に向けた検討及び調整 

公債
償還
完了

管理運営の検討 長寿命化の推進 

長寿命化の推進 管理運営の検討

【天神島駐車場】 

・現在策定が進められている「旦過地区まちづくり整備計画」を視野に、民

間への売却等を含め、平成３５年度（2023）までに天神島駐車場の活用

策等を検討します。 

【室町駐車場】 

・大規模保全のタイミングを踏まえて、平成３５年度（2023）までに民間への

売却を検討します。 

【勝山公園地下駐車場】 

・長寿命化計画を作成し、今後の管理運営のあり方を検討します。 

【中央町駐車場】 

・平成３０年度末(2018)で廃止を検討します。 

【黒崎駅西駐車場】 

・今後は他の駐車場の検討状況もふまえ、管理運営のあり方を検討します。 



○路外駐車場 

道路上以外に設置される自動車の駐車場であり、

不特定多数の人が利用できる一般公共用の駐車場

を言います。つまり、パーキングメーターのよう

な道路を駐車エリアとするものとは異なる駐車場

（商業施設や病院の無料駐車場など）を言います。 

○駐車場整備地区 

駐車場を設けることが必要とされる地区です。

駐車場整備地区内では、条例で延べ床面積が

2,000㎡以上で、定める一定規模以上の建築物を

新築・増築、または同規模以上となる増築をしよ

うとする場合、その建築物または敷地内に、床面

積に応じて一定の自動車駐車施設を設けることが

義務付けられます。 

○一般会計 

一般的な行政にかかる収入と支出を経理する会

計を言い、通常の行政事業の範囲で毎年必要とな

るような経理のことです。 

歳入としては、所得税や消費税などの税金、歳

出としては、公共投資や社会保険給付費用がこれ

に当たり、これらの予算は議会で用途決定されま

す。 

○特別会計 

特定の事業を行う場合に一般の歳入・歳出と区

分して経理する必要があり、一般会計から切り離

して独立して行われる経理のことです。お金の流

れを明確にして管理しやすくするために、特定事

業については個別の会計が認められています。 

○指定管理者制度 

多様化する住民ニーズにより効果的・効率的に

対応するため、公の施設の管理に民間の能力を活

用しつつ、経費の削減等のみならず、住民サービ

スの向上を目的とするものです。 

○公債 

公債とは、国債と地方債合わせた総称を言いま

す。公共事業等を行う際、税金収入だけでは財源

が足りず、国民に買ってもらうことで財源の確保

をします。なお、国から発行されるのが国債、地

方自治体が発行するのが地方債です。 

○予防保全 

例えば、部品ごとに耐用年数や耐用時間を定め

ておき、一定期間使用したら故障していない場合

であっても交換を行うことで、故障の可能性を大

幅に減少させます。また、作業も計画的に行える

ため、機器を停める時間を短縮できます。 

○ライフサイクルコスト 

購入者の立場では、製品を購入してから使用を

中止、あるいは廃却するまで、製造者の立場では、

企画･研究開発から廃棄、処分に至るまでの資産の

全生涯で発生するコストのことを言います。 

○長寿命化 

我が国の道路は高度経済成長期に集中的に整備

されたため、今後、道路橋をはじめとした道路構

造物の老朽化が急速に進行し、補修や更新の増加

が想定されます。現在、これらの計画的な予防保

全によるライフサイクルコスト縮減を目指して、

道路ストックの長寿命化の取組みが行われていま

す。 

■用語解説


